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　　　　　　　　はじめに　本書の目的

災害（防災）ボランティア活動の目的は、様々な自然災害や突発的な人為災害等により生じた、被災者・被災地の復旧・復興を迅速に支援する活動です。

このマニュアルは、その活動の基本的な視点や必要となる知識、活動の原則や方法、活動する上で守るべき事項などを明記します。更に、災害の種類や規模などの違いに応じた、基本的指針を明記するとともに、災害時要援護者に対するボランティアセンター活動としての対応も明記します。

マニュアルは活動する上での方向性や、方法などを確認するものです。しかし大切なのは、災害が起きたときにこのマニュアルを開き活動するのではなく、平常時に十分に内容を把握し、マニュアル無しでも活動できる人材を育成することです。その意味からこのマニュアルは、今後開催される災害ボランティアコーディネーター養成研修などの、教本としても活用できるように構成しています。
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第１章　災害（防災）ボランティア活動の意義

１．災害時、被災者･被災地が求めるものは
[image: image3.jpg]


（１）災害とは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地震や台風などより起こる災害（被害）は、多くの尊い命や財産、生活の基盤などに、大きな損害を与え、災害が発生する前に成り立っていた社会システムや、サイクルなどを崩壊または影響を与えます。
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大辞林『地震・台風・洪水・津波・噴火・旱魃(かんばつ)・大火災・伝染病などによって引き起こされる不時のわざわい。また、それによる被害』
災害対策基本法『暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、そのほかの異常な自然現象または大規模な火事、もしくは爆発その他の及ぼす被害の程度において、これらに類する政令で定める原因により生ずる被害』
災害の種類をカテゴリー別に分類すると、下記のようになります。

	カテゴリー
	
	災　害　名

	自然災害
	気象災害
	台風・豪雨・豪雪・雪崩・雷・雹・高潮・洪水・波浪・かんばつ・山崩れ　など

	
	地変災害
	地震・火山噴火・山崩れ・地すべり・津波　など

	
	動物災害
	病害虫・伝染病・風土病　など

	人為災害
	都市災害
	大気汚染・水質汚濁・騒音・振動・廃棄物汚染・放射能汚染　大火災　など

	
	産業災害
	列車航空船舶事故・鉱山事故・工場などの大規模な事故　など

	
	管理災害
	管理不備・設計・施工・医療　など

	武力攻撃災害
	
	戦争・紛争・テロなど


（２）被災者・被災地が求めるものとは　　　　　　　　　　　　　　　　
災害により被災者や被災地が求めるものは、その災害の種類や規模、発生の時期や場所、被害の種類などにより多様に変化します。その実態や変化を確実に把握することが、災害救援をするうえで大変重要な点となります。
阪神淡路大震災（１９９５年）と新潟中越地震（２００４年）では、同じ地震でも神戸市など大都市での被害と、積雪を考慮した建造物が多い新潟中越地方での被害では、建造物被害だけを比べても大きな違いがありました。また、その地域の風土性（風習や習慣など）も異なるため、その点も考慮した救援活動が大切となります。
しかし、被災者が求めるものは、ある程度共通しています。第１に、救命・医療・食料などの生命の維持と、生活の場や衣料品などの生活の確保です。第２に、住居の確保や、就労、社会・文化・地域活動などを回復させるなど、生活ベースの回復です。この後、被災した地域全体の社会システムを、通常の状態（被災前）にするための復興活動が求められ事となります。
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災害ボランティア活動は、これら被災者の状況の変化を正しく受け止め、的確な支援活動を展開しなければなりません。

（３）時間経過と状況の変化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
前述の通り、災害が発生してから時間経過とともに、被災者、被災地が求めるものは変化します。地震の場合を想定して、それらをフェーズ（段階・局面）ごとに状況の変化をみてみましょう。
	フェーズ
	状　　況

	フェーズ０
	緊急救命期
０～３日
	・救命活動が中心となる段階で、自分や家族、近隣で救命活動を展開する。
・自治会や消防団、自主防災組織などが中心となり、住民による救援活動が主体となる。

	フェーズ１
	緊急対応期
３日～３０日
	・消防や自衛隊など、公的機関など組織的救援活動が開始される。
・被災地外からの支援やボランティア支援も開始される段階。

	フェーズ２
	応急対応期

	緊急対応が収束し、仮設住宅建設なども始まるなど、本格的な復旧活動が展開される。

復興計画なども検討される段階。

	フェーズ３
	復興期
	仮設住宅などへの入居も終わり、避難所も殆んどが閉鎖され、復興計画に基づき復興活動が展開される。


以上のように、発生から復興段階まで状況は変化します。しかし、ここに記載した事項も前述の通り、災害の種類や規模・時期・場所などの違いより変わってきます。例えば水害の場合では、フェーズ２までの対応が、概ね３０日ぐらいとなります。
（１）災害ボランティアとは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害が起きると、被災地内の住民の多くは自力での生活維持は困難となり、外部からの支援を必要とする状態になります。本来、それら被災者を支援するのは行政など公的機関の役割となっています。しかし、被災地の公的機関も被災しており、その能力は減退しており円滑な支援活動は困難となります。また、通常機能していた民間による福祉活動など社会システムも崩壊します。
このように災害が起きると、その被災地内では支援を必要とする被災者が溢れるようになってしまいます。これら被害に対し、人道的な視点から市民によるボランティア活動が生まれ、救援活動が展開されます。これが災害ボランティア活動です。
ボランティアの特性である、自らの意思で（自主性）、自らの責任で（自己責任）という原則のもとに、被災者自らが立ち直っていくことを支援する（自立支援）活動です。



　　　　　　　　　　多　　　　　　　　　　　　　　　　　　要支援者数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地震など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大規模　　　パニック
　　　　　　　　　　　　　　　風水害等

　　　　　　　　　　　　　　　　　中小規模
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公的支援能力

　　　　　　　　　　少

　　　　　　　　　小　　　　　中　　　　　　大

　　　　　　　　　　　　　　　　災害による被害の程度
　　　　　　　　　　　　　　被害と支援能力の関係
（２）精神的な支援活動　－「勇気をもらった」「元気がでた」　　　　　　
ボランティアは一般の生活者でもあります。そのため被災者に一番近いともいえます。たまたま被災者・支援者の立場にはなったものの、状況が違えば逆であったかも知れません。その為、支援に駆けつけたボランティアは、自分に照らし合わせ、自らも同じ立場に立ち、その痛みを自分のものとしている場合が多くあります。被災者自身も、そのボランティアの想いを受け、それが「勇気をもらった」「元気がでた」という言葉となって返ってきているのだと思います。

ボランティアは、具体的な支援活動と共に、被災者の精神的な支援活動も行なっており、これが被災者自ら立ち直っていこうとする勇気に繋がっています。これも災害ボランティアの重要な意義の一つです。
（３）災害時のボランティア活動の種類　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　災害ボランティア活動には様々な活動種類があります。主だった活動を分類すると下記の表のようになります。
　　
	直接的な支援活動
	被災者の支援活動
	かたづけ、清掃、運搬、炊き出し、

介護、除雪、こころのケア　など

	
	被災地の支援活動
	清掃、公共施設復旧支援、通信支援
ゴミ処理　など

	間接的な支援活動
	災害ボランティア活動の支援
	資金支援、情報支援、物資支援、
人材支援　など

	
	被災者への間接支援
	義援金・救援物資　など

	
	その他支援
	産業支援・観光支援　など


　　　公正・公平・平等などの絶対原則に制約される行政などとは違い、ボランティアには自由な発想や、柔軟な対応が可能です。その特性を活かし、機動性のある多様な活動が可能となり、上記以外にも、様々な活動の可能性を持つことができます。
　　
（４）活動への参加形態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ボランティア活動への参加の仕方は、以下のようになります

	
	一般ボランティア
	専門ボランティア

	個人参加
	ボランティア経験の少ない個人・専門能力を持たない個人


	看護師・介護師・建築士・カンセリング・研修を受けた個人（コーディネーター）

	団体参加
	学校・自治体・自治会・企業・　　ＮＰＯ・ボランティア組織・その他災害活動経験の少ない団体
	災害ＮＰＯ・大学・医療組織・建設会社・食料品関係・その他研修を受けた組織


（５）活動するうえでの注意　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ボランティア活動への参加するうえで、ボランティアの基本や守らなければならないことなどを理解していなかったり、無責任で身勝手な行動は、被災者を傷つけることとなったり、支援どころか、被災地に混乱と迷惑を生じさせる原因になったりします。そのため、以下の点などに充分注意して活動する必要があります。
①ボランティア活動の特性・原則を理解する
ボランティアは自主的な意思で、本人の責任のもと、社会問題や社会課題のために活動することです。この特性・原則のもと、被災者・被災地の復旧・復興に、自らの意思で、自らの責任のもと行われる活動です。

②現地ボランティアセンターなど関係機関の指示に従う
ボランティアの特性に「自由性」というものがありますが、被災地はいつ二次災害が発生するかも知れず、非常に危険な場所での活動だと言うことを理解してください。そのためにも、必ず現地に設置されているボランティアセンターや、行政などの関係機関で確認し、その指示に従い活動してください。身勝手な行動は被災地に混乱を招きます。
③被災者の立場に立って接すること

「ガンバってくさい」「大変ですね」など、相手（被災者とボランティア）との立場の違いを明確にするような言葉は慎みましょう。応援するつもりで発した言葉でも、被災者にとっては心痛い言葉となってしまうこともあります。必ず、相手の立場に立って接するように心がけてください。

④自身の生活にあった活動をすること

「私が行かなければ」「私が帰ってしまっては」と、仕事などを無理に休んだりし、自身が通常の生活に戻れなくなってしまうボランティアがいます。基本的にボランティア活動とは、犠牲を払ってまですることではありません。家族やまわりの人たちと、よく相談しながら生活に無理が起きない範囲で活動してください。個人の犠牲のうえでの活動は、多くに人が参加しにくく、継続も困難な活動となってしまうからです。
第２章　災害（防災）ボランティアセンターとは

（１）駆けつけるボランティア　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害が発生すると、必ず被災者を支援しようとするボランティアが生まれます。阪神大震災以降、その数は非常に多くなってきており（下表を参照）、その支援力を有効に活かすためにも、これらボランティアをコーディネートする機関や組織が必要となります。それがボランティアセンターです。
	１９９５年
	阪神淡路大震災
	１３０万人

	１９９７年
	ナホトカ重油災害
	３０万人

	１９９８年
	福島県白河市水害
	２５００人

	１９９８年
	高知水害
	３５００人

	　　〃
	栃木県那須町水害
	５０００人

	１９９９年
	広島県呉市水害
	１５００人

	２０００年
	有珠山噴火災害
	１万人

	２０００年
	東海豪雨水害
	２万人

	２００１年
	広島芸予地震
	３０００人

	２００１年
	高知西南水害
	１万２千人

	２００２年
	岐阜県大垣市水害
	９００人

	２００３年
	宮城県北部地震
	４６００人

	２００４年
	新潟・福島豪雨災害
	４万５千人

	　　〃
	福井豪雨災害
	６万人

	　　〃
	新潟県中越地震
	１０万人


（２）コーディネートをするためのセンター　　　　　　　　　　　　　　
　


　　　　　　　　　
　被災者、被災地を支援しようとする、被災地外から来たボランティアが、勝手に支援先を探し救援活動を始めたとしたら、一体どうなるでしょうか。被災地内は駆けつけたボランティアの車両や、活動先を探す人たちで混乱し、救急車両や救援車両、復旧車両などが通行しにくくなったりします。また、目に付くところにボランティアが集中したり、本当に困っている人のもとには救援の手が届かない状態にもなるでしょう。それらを解決するためにもボランティアセンターが、混乱することなくボランティアが被災地内に入れるよう誘導し、円滑に活動先へ移動できるようコーディネートする、それら被災地内でのボランティア活動を円滑にするためにも、センターは必要となります。
次に、被災された方々や、被災地からは様々な要望等（ニーズ）が発生します。それらを支援するボランティア活動を展開するには、そのニーズを確実に把握しなければなりません。それらに答えるための体制を整備し、必要なボランティア活動が出来るようにする。
更に災害時でのボランティア活動は、被災地内でする活動であるため、通常よりも危険性が高い状態での活動となります。ケガや事故がおきないよう、安全に活動できるようにコーディネートすることも、ボランティアセンターの重要な役割となります。




（３）センターの種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時のボランティアセンターは、災害の規模や被災地の状況に応じて設置をしなければなりません。また現地に設置されものや、広域目的なものなどがあります。その主だったものは以下のようになります。
１．現地ボランティアセンター（本部）：
・主に市町村単位で設ける災害ボランティアセンターです。

・被災者への直接的な支援活動が主体となり、ボランティア活動の拠点となります。
２．広域（本部）ボランティアセンター：
・主に都道府県単位で設けるセンターです。
　　　　　　　　　・複数の自治体（市町村）で、現地ボランティアセンターが設置運営された場合に設置されます。

・各現地ボランティアセンターが円滑に活動できるよう支援する機関です。
３．外部バックアップセンター：
・東海地震など複数の都道府県で甚大な被害が発生した場合に、被災エリア外で設ける支援センターです。
・被災地内が混乱しないよう連携し、必要となる強力な支援活動を展開します。










（１）どのような業務をするのか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害の種類や規模、発生の地域などでセンターに求められる業務は変化します。以下、主だった業務内容を記載しますが、これらが全てではありません。
◆現地ボランティアセンターの業務
　　　　　　　　　○被災者との対応
ニーズの把握　　課題点の把握　　相談対応
○ボランティアへの対応

ボランティアの募集　　ボランティアの派遣　　活動の指導
安全・衛生の確保　　
○運営上の対応
必要物資の確保　　情報収集と発信　　活動の記録

資金の確保　　関係機関との連携
　　　　　　　◆広域ボランティアセンターの業務
○現地センターへの対応

現地センターの設置・運営支援　　人材支援　　資機材支援
○行政等関係機関との対応

　　　　　　　　　　　　　外部交渉　　資金関係交渉　　復旧状況調整　　人材調整

○運営上の対応

　　　　　　　　　　　　　保険関係　　資金対応　　人材関係　　情報関係　　県外交渉
法令関係



（１）いつ設置するのか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害の種類、発生の場所、季節、被害の規模などによって、設置の時期も違ってきます。発災直後は危険性も高く、被災エリア内に入ること自体が困難な時期（空白期）も、その規模等によって異なってきます。そのため明確に設置時期を特定することは出来ませんが、過去のデーターなどから、設置の時期は概ね下図のようになると考えられます。地震の場合で７２時間前後、４８時間近くは完全に救急救命の時期であり、余震の危険性も考えられます。罹災証明などの関係からも、３日後ぐらいから活動が始められると考えられます。地震などの突発性災害とは異なる、風水害などの予測可能災害に関しては、発災前から準備態勢を組むことも可能であり、かなり早い時点での対応がされています。復旧活動が発災後早急に始まることもあり、水害などの場合では、２４時間前後に設置されるのが望ましいと言えます。紛争などの有事の場合は、原則として戦闘終了後に活動を開始することとしています。
　　　　　　　　　　　突発災害（地震など）　　　　予測可災害（風水害など）

発災前　－24h


発災

　　　　０

緊

急

対　　　1日

応

期

　2日



　3日





30日　　　　　大規模な場合長期化
（２）誰が設置するのか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１．多様な団体による協働

市町村単位の現地ボランティアセンターは、各自治体の地域防災計画などで、誰が設置するのかを明記してある場合もありますが、これまでのケースを見ると、その地域の社会福祉協議会や、青年会議所、ＮＰＯ・ボランティア団体などが協働で設置するケースが最も多くなっています。災害が起きると、様々な人が被災をし、様々な支援要望（ニーズ）が生まれます。そのような事に対処するためにも、様々な能力を持つ団体が連携して取り組むことが必要となるからです。
県単位での広域ボランティアセンターも同じく、県社会福祉協議会や、青年会議所、ＮＰＯ・ボランティア団体などにより、多様な団体により協働で設置し、運営をすることとなります。福井県災害ボランティア活動基金の関係などもあり、県もセンター設置運営に加わることとなります。
　　　２．地元の人が

各ボランティアセンターの運営は、その地域の人が運営するのが原則です。他県の方などでは地理的な知識も無く、その風土性も理解も不十分と考えられます。それが、かえって被災者との壁となってしまうこともあり、円滑な活動の展開は困難な状態なります。また、その地方の方言で喋るだけで、被災者の方々は非常に安心感を抱き、ボランティアセンターに依頼を出しやすくなってきます。このような点からも、極力地元の人材での設置運営が必要となります。
しかし、甚大なる被害を受けた場合、被災地内での人材の確保は、非常に困難な状況となると思われます。この場合は、地元の人が活動できる状態になるまでの一定期間、外部からの支援を求めなければなりません。そのために他エリアの団体などと、平常時に協力協定を結んでおくことも大切な備えとなります。
３．公的なセンターとして

センターを設置する場合、設置場所の市町村と協議をして、公的な機関としての認知を得ることが重要です。一市町村内に複数のセンターがあってはいけない、などの決まりはありませんが、被災者の方々や駆けつけたボランティアは大変混乱します。そのために復旧が遅れるのならば、大変に問題なことです。その為にも、当該市町村の認知を得ておくことが大切です。出来れば、センター構成員として該当市町村職員を派遣してもらうと、よりスムーズな運営が可能となります。

（３）どこに設置するのか　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現地ボランティアセンターの場合、当該市町村の施設など公的な場所、又は社会福祉協議会の中に設置する場合が多くあります。原則的には、被災地の中あるいは近辺に位置している、相当の駐車場が確保される場所など、最低条件を満たす必要があります。

県ボランティア本部の場合は、県庁近くに設置されるケースが多くなっていますが、何処でなければという決まりはありません。被害エリアを充分に考慮し、最も効果的な場所を選定しなければなりません。状況によっては、広域センターの出先機関（現地サテライト）を設けるなど、臨機応変な対応が必要です。
第３章　センターの運営とコーディネート

（１）開設までの流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
現地ボランティアセンターを設置する場合に必要となる手順は以下のようになります。災害状況やその地域の実情などで、該当しない場合もあります













基本的なセンターの例




ボランティア用駐車スペース

（バス等の出入りが出来る、かなり広い場所が必要）


　　　　　　　　　　　　道路


センタースペース



※動線が一方方向へ流れるように工夫する
　　※スタッフゾーンは確実に分離し一般の人
　　　の立ち入りは出来ないようにする










　活動紹介ボード


活動管理スペース
（２）運営体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
センターを運営するには、多くのスタッフが長期間必要になります。災害の種類や規模により大きく変化しますが、約２０名から５０名のスタッフが必要となります。これらのスタッフが、それぞれの役割を持ち運営をしていきます。

また、発災からの時間の経過によって活動内容も変化してくるため、それらに応じて組織体制も変化させる必要があります。
組織図参考例

	センター長
	総務グループ
	総合班
	活動の全体を管理調整する

問題や事故なども対応する

	
	
	経理班
	資金的な管理

	
	
	渉外班
	企業や行政などとの調整を図る

	
	活動グループ
	人材確保班
	専門ボランティアや

	
	
	活動管理班
	活動進捗状況確認、今後の活動予測

	
	
	書類作成班
	活動指示書の作成

	
	
	マッチング班
	ボランティアに活動を紹介し指示する

	
	
	オリエンテーション班
	活動上の注意点など

	
	受付グループ
	ボランティア受付班
	窓口及び電話で受ける

	
	
	保険入力班
	ボランティア保険のＰＣ入力

	
	
	ニーズ受付班
	窓口及び電話で受ける

	
	情報グループ
	情報収集班
	被害情報、配給情報、復旧情報、補償情報など被害者に関わる情報を収集する

	
	
	情報発信班
	被災者や県内外関係機関などにセンターの活動情報を広報する

	
	物資グループ
	受入管理班
	物資の受入、数量などの管理

	
	
	貸出班
	ボランティアなどに貸出

	
	安全衛生
	予防安全班
	手洗いやウガイなどの予防促進

	
	
	要援護者対策
	障害者や高齢者などへの対策

	
	
	救護班
	怪我や病気への応急対応


（３）各部門の役割　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ア．被災者（地）のニーズ把握　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時のボランティア活動は、被害を受けた被災者（地）の復旧・復興への支援活動です。まずボランティアセンターは、被災者が望む支援（ニーズ）を確実に把握しなければなりません。しかし、チラシ配布などでボランティアセンターの存在や連絡先などを知らせるだけでは、被災者の声は集まりません。センタースタッフが積極的に被災者のもとへ行き、直接声を聞きに行くことが最も大切です。町内会長などとも連携するもの効果があります。

ニーズの種類などに関しては、第１章１（２）及び（３）を参照してください。また、時間の経過に伴い、ニーズも変化します。絶えず被災者の方々の目を向けることが大切です。

ボラ依頼票

	受付方法
	窓口 ・ 電話 ・ FAX ・ 郵便 ・ E-mail ・ その他

	依頼者氏名
	
	男・ 女
	当事者・代理人

	住　　　所
	〒　　　―

	Ｔ Ｅ Ｌ 等
	(自宅)                             (携帯)

	①依頼内容
	

	②依頼人数
	男性　人　・　女性　人　合計　　人

	③活動場所
	上記住所　・　別の場所 （下欄に記入）

	
	住所　　　　　　　　　　　　　　　　　様宅

Ｔ Ｅ Ｌ（　　　　　　　）　　　　　－

	④活動日時
	　月　　日（　　　曜日）　　AM　・　PM　　　時

	
	連日依頼　月　日（　曜日）～ 　月　 日（　曜日）

	活動内容　及び　注意事項


　　ニーズの注意点

優先順位
高齢者や障害者など、自力対応力の弱い方々を優先に対処してください。

軽率な返答
対応できるかどうか不明な事項については、軽々に「わかりました」などとは言わずに、「調べて返事をします」などのように正確に返答する。

守秘性　　　　　　
活動上で知りえた個人的な情報などは、口外するなど絶対にもらしてはなりません。
たらい回し禁止　
被災者からの依頼は、原則「全て受ける」です。ボランティアでは対応できないことや、行政に言うべき事等も、出来る限り受け止めてあげましょう。 

イ．ボランティアの受け入れ体制　　　　　　　　　　　　　　　　　
ボランティアを受け入れる場合、センターとして何処までの対応をするのかを決めておかなければなりません。活動に必要となるもの全て、各自で用意するのか、ある程度センター側で用意するのかという点です。基本的には、ボランティアは「自己責任で」となっていますが、活動の内容によっては無理な場合もあります。
活動するための体制　　

作業道具の手配　特殊な物や持込が困難なものなどは手配する。

移動手段の確保　被災地の道路状況が悪い場合は、バス等を手配し、被災地内の混乱を軽減する。
　　　　　　　ボランティアのための体制

　　　　　　　　　　　健康確保の体制　食料や飲料水などの確保が困難な地域の場合は、センターである程度の確保が必要。

宿泊施設の体制　原則的に、センターでは宿泊施設の紹介までです。手配、管理は大変な労力がかかるため、本人で対応してもらいます。但し、地域的に施設が無い場合は、よく考慮して公共施設を開放する場合もあります。

ウ．マッチング（ニーズとシーズを繋ぐコーディネーション）　　　　
「被災者のために活動したい！」と集まってきたボランティア（シーズ）と、救援を必要としている被災者（ニーズ）とを、的確に繋ぐことをマッチングといいます。
外部から支援に駆けつけたボランティアには、被災地の何処に支援を求めている被災者がいるのかは分かりません。そこで、センターがニーズを把握し、それに応じてボランティアを派遣します。

自己選択方法　活動紹介表（下図参照）に活動内容記入し、紹介ボードなどに貼りだし、ボランティア本人に自分に適した活動を選択してもらいます。
人数派遣方法　町内単位での依頼の場合、数十人単位であったり、活動内容もその町内で割り振られたりするため、センターではその必要な人数のボランティアを集めて派遣をします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ａ３サイズ

　エ．センター運営に必要な書類と流れ　　　　　　　　　　　　　　　　
被災者からのニーズとボランティアを、確実に繋ぐために大切なシステムです。また、ボランティアの安全管理、運営の円滑化のためにも重要なポイントです。

書類の種類　主だったもので以下があります。この他にも、センター運営上必要に応じて書類が作られていきます。

被災者からの依頼により必要となる書類


ボランティアを受け付けるために必要な書類

物資関係の書類　


センターの事務処理に必要となる書類


フロー図
オ．受付けの方法　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ボランティアや被災者、救援物資など、受付はセンターでも大変重要な業務です。必要な情報を、効率よく受付けるために絶えず工夫し、活動を円滑にすることが大切です。
	受付けの種類
	業務内容
	注意点

	ボランティア受付
（駆けつけたボランティアの受付けです）
	住所・氏名・連絡先・保険などを受付ける。専門能力なども確認する。
	緊急時の連絡先は、必ず確認する。

一度に大勢の人数に対応できるように。

	被災者受付
（被災者の支援要請を受付ける場所です）
	支援内容、場所、人数などを確実に受付ける。
	プライバシーが守れるレイアウトを。


	物資受付

（各地から寄せられる救援物資の受付です）
	品名・数量・提供者情報を確認します。管理場所に近いところに設けます。
	不必要な物が集まらないよう、事前に電話などで受付ける。


	活動報告受付

（ボランティア活動報告を受付ける）
	活動終了後、完了・未了や問題点などを確認します。
	マッチングを担当した部署で受付けます。未了や問題点は確実に対応する。



ヒント　短時間に大勢の受付をするには
・受付用紙に記入する場所と受付ける場所を別けて設置する。

・イスは出さない

・ボランティア保険は確認だけで、別用紙への記入はしない

・人の流れを一方方向にする


　　　　　　　ボラ受付

　　　　　　　　　　　　　　（個人・団体兼用）　　　　太線内を記入してください。

	受付の状況
	初めて　・　　　　回目(前回の活動した日　　　　　　　　　)

	氏　　　名
	
	男・女
	歳

	住　　　所
	〒　　　―

	Ｔ Ｅ Ｌ 等
	(自宅)                             (携帯)

	Ｅ ｍａｉｌ
	

	ボランティア

保　険
	加入済　・　未加入（ 他の保険加入済 ・ 本日加入 ）

	活 動 期 間
	　本日のみ　・　　月　日から　月　日まで（　　日間可能）

	ボランティア
経　験
	初めて　・　経験あり（　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	備　考

（資格・特技等）
	

	保険確認
	
	活動種類
	一般・ＳＴＡＦＦ・専門（　　　）

	その他

特記事項
	

	複数日活動

の場合

（受付日を記入）
	



カ．物資の確保・管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
センターの運営には様々な物資が必要となります。また、支援活動にも様々な資機材などが必要となります。これらの確保から、管理を行うのが物資部門の役割です。
●ボランティアセンターに必要な物資（例）
事務機　　机・イス・コピー機・パソコン・プリンター・ホワイトボードなど
文具類　　筆記用具・各種用紙・テープ類・ロープ類・糊・各種ファイル
　　　　　　　ハサミ・カッター・地図・カメラなど
家電品　　テレビ・ラジオ・冷蔵庫・ラジオ・ビデオ・電気ポット・洗濯機など
工具類　　ドラムコード・ロープ・電動工具類・大工道具類・懐中電灯など
通信機　　電話機・ＦＡＸ・無線機・携帯電話など

衛生品　　救急用品・応急医薬品・マスク・簡易ベット・毛布など

その他　　台車・拡声器・ヘルメット・清掃用具・手袋・ポリタンクなど
※活動で必要な物資は、災害の種類、被害の程度などで変化するため記載は省きます
確保の方法　　　購　入　　基金などを利用し、現金で購入する。必要な物を、必要な時に、必要な分だけを調達することが出来る。但し、県の規定に適合する物に限られる。

　　　　　　　　　　　　　　　支　援　　必要な物資をマスコミやウェブサイトを活用し、支援を呼びかける。支援を受けられるか不明であり、活動の予定が組みにくくなるため、現金での支援を求めるケースが多い。
行　政　　県や市町村など行政が持つ物資を協力・提供してもらう。無い場合や、余裕が無い場合などがあり、確実性は薄い。

管理の方法　　　各センターで独自に調達物資と、県などから支援された物資があるため、台帳などを作成し分類して管理する。県などからの支援物資は、活動終了時に返却が必要となる。

また、管理する場所は、活動終了後も暫定的に使用可能な場所が望ましい。行政などと相談して決定してください。
キ．安全・衛生管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時のボランティア活動は、危険な場所であったり、重労働であったりと危険性が高いため、充分な安全・衛生管理が必要となる。
　　　　　判断基準

安全性などの点から、活動してはいけないとする判断基準は、原則的にボランティア保険の適用範囲が基準となる。しかし、事故の発生が充分に予見される活動や、安全の確保に不安が残る活動に関しては、基本的に行わないようにする。

専門調査チーム

活動の安全の確保について、専門に調査判断するチームを結成すると、依頼者（被災者）に対しても適切に対応でき、事故を未然に防ぐことに繋がる。
事前の広報

活動に適した服装や装備などを事前に広報し、事故防止に繋げる。

オリエンテーション

活動に行く前に、危険な場所や状況などを充分に説明する。また、作業時間や休憩など、安全管理上必要なことも確実に周知させる。

活動していけない場所・作業（例）

避難勧告指示が発令されているエリア・異臭が立ち込めるエリア

傾いた家屋内や付近・屋根の上などの高所・急傾斜地帯
建物危険度判定がされていない家屋・危険と判定された家屋
河川内・アスベストの疑いがある場所・深夜の重作業・悪天候時　など
ク．情報の把握と発信　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ボランティアセンターで必要となる情報には、「ボランティアに必要な情報」「センターに必要な情報」「被災者に必要な情報」「外部に対し発信する情報」などに分類できます。これらの情報は常に変化し、消滅するものや、新たに発生するものなどもあります。
情報を担当する部門は、これらの情報を「確実に・正確に・迅速に」収集し、必要な情報を正確に、的確に、適時に発信しなければなりません。

ボランティアに必要な情報とは

センター設置運営に関する事項（場所や連絡先、受付方法など）・支援活動内容・活動に必要な準備品（服装や持ち物など）　など
センターに必要な情報とは

被害情報・復旧情報・公的な生活支援情報・避難所情報・道路規制状況・天気情報・被災者のニーズ　など

外部に対し発信する情報とは
被災地の実態・必要な支援活動内容（人・物・金・情報）・不足物資情報・資金支援情報　など

●収集の方法

収集する相手は目的によって変わってくるが、主に行政機関や、マスコミ関係（新聞・テレビ・ラジオなど）、インターネット、ボランティア、被災者、町内会等の自治組織、県外の関係団体など様々です。
それらから情報を集めるのですが、ただ漠然と集めるのではなく、集める情報の目的を明確にして、「５Ｗ１Ｈ」を基本に、確実に収集をすることが大切です。また、情報には期限があります。何時までに必要な情報なのか、何時までに結果を出さなくてはならない情報なのかなど、情報の期限も、収集する段階で確実に把握しなければなりません。
●発信の方法

マスコミ発信　　　　広いエリアで、多くの方に知ってもらう必要がある場合に利用します。

インターネット発信　様々な細やかな情報を、リアルタイムに発信する場合に利用します。掲載量も多く、写真を貼り付けたりし、活動の記録としても活用できる。しかし、専門に人員を確保が必要。また、不用意に情報を掲載すると、チェーンメール化などの危険性もあることを、充分に認識しなくてはいけません。

紙媒体発信　　　　情報紙やチラシなど、印刷物で発信します。あまり多くの情報は掲載できませんが、確実に伝えたい時に効果があります。
他の機関から発信　行政や他の機関の情報発信媒体などを利用し、必要な情報を発しします。（例　県のテレビ広報番組など）
●注　意
　　　　　　発信している情報は、絶えず更新、更改、整理をしなければなりません。これを怠ると、例えばもう完了している事項も、未完として流れているため、その間違った情報を真実と思い行動するケースも生まれてしいます。余計に現地を混乱させることにもなります。
そのためには、非常に労力を要しますが専門のスタッフを配置し、絶えず情報管理を行わなければなりません。

ケ．オリエンテーション

駆けつけたボランティアに対し、活動するうえでの注意点や厳守事項、お願い事項などを、要点をまとめて説明し、理解を得なければなりません。説明する事項は主に以下のようになりますが、活動状況や環境の変化に応じて、必要となる事項を、追加・修正をしてください。
主な説明事項
①被災地の状況　　細かな点などは省き、被害の全体と危険な箇所などを説明する
②災害ボランティア活動の基本事項

　　　ア．被災者の自立支援　　

　　　イ．被災者の立場に立って

　　　ウ．勝手な行動はしない

　　　エ．プライバシーの保護
　　　　　　　　　オ．不明な事項はセンターに報告・連絡・相談する
　　　　　　　　　カ．自己完結を基本とする

　　　　　　　　　ク．自己管理（安全・健康など）

　　　　　　　　　ケ．協調心

コ．ミーティング　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ボランティアセンターは、突発的に組織化された集団です。多様な団体から臨時的に集まった人達が、急激な状況の中で活動をすることになります。活動状況も日々変化し、解決すべき問題なども日々迫られる事になります。この様な点を解決するためにもミーティングは重要です。また、スタッフの入れ替わりも早く、活動の状況や情報を共有するためにも、ミーティングは必要となります。
　　　　　ミーティングの種類と内容

	種類（頻度）
	対象
	内容

	全体会議

（毎日～必要に応じ）
	全スタッフ
	開設当初は毎日状況が変化するため、毎日活動終了後開催します。活動の状況や課題点などを協議します。活動が安定してきた段階で頻度を変えます。

	部門会議

（毎日）
	各部門スタッフ
	各部署の状況、課題点などを報告、協議します。全体で検討が必要な事項は、全体会で報告。

	役員会議

（毎日）
	各責任者
	部門会議終了後に開催。部門会議の結果を報告する。また、センター全体にかかわる課題についても協議する。

	振り返り会

（必要に応じ）
	希望者
	定期的に、活動についてフリーで話せる場を設ける。活動からの精神的なプレッシャーや各ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱの悩みなどが語れるようにする。


ミーティングのポイント

　　　　《テーマを明確に》　ダラダラと話さず、何を決めるのか、何を話すのかを明確にする

　　　《多くの意見が出るように》　特定の者だけが発言せず、多くの意見が出るように様々な手法を用いて、コーディネートする（ＫＪ法などの活用）

　　　《開始・終了時間を守る》　時間を守ることは、ミーティングへの参加意識に直結します。時間がズレル場合は事前に合意をとる

《責任追及にしない》　誰が悪いとか、責任者追求はモチベーションを確実に下げます。それにミーティングは今後の方針や方向を検討する場ですから、その点に意見が集中できるようにする

《決まったことは表示する》　誰もが見やすいように表示することで実行を促進する

サ．閉鎖の時期と判断　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
最も重要で、最も判断が難しいのが、ボランティアセンターを閉鎖する時期です。災害時のボランティア活動は、あくまでも被災者の自立支援という一時的な活動です。どのように判断するのか、どの様な手順で閉鎖するのかについて説明します。
閉鎖の時期

・一次的な復旧活動の終了期

・活動依頼が殆んど来なくなった時
・その地域で日常的に活動する団体等に、活動を引き継ぐことが出来る様になった段階

・被災者または被災地自治体などから、閉鎖の要望を受けた時
　　　　　　　　閉鎖の手順

①被災者ニーズの再度確認　本当に依頼が無いかを確認する
②関係機関との相談　状況を説明し、閉鎖しても問題は無いかを確認する。

③引継ぎ団体との調整　継続支援が必要な事項などを引き継ぐ。

④閉鎖の時期の告知　チラシやマスコミなどにより、１週間前には閉鎖の時期を告知する。
⑤閉鎖作業の開始　物資整理やセンターの現状復旧など、出来るところから閉鎖準備を進める。

⑥閉鎖式　スタッフ、関係機関などにより閉鎖式を行う。

⑦事務処理　清算処理や書類整理を行う　　　　　　　　　　完全終了

概ね以上のような判断基準と手順により閉鎖となるが、閉鎖の時期は活動開始段階で、「いつまでに復旧をしよう！」という活動の目標として、その時期を明示するほうが、活動に計画性と戦略性を持つことにも繋がり、より効果的になると思われます。

（４）一日の流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

※以下の表は、あくまでも主だった活動の流れです。以下以外にも多くの活動が存在しています。

	
	受付グループ
	活動グループ
	情報グループ
	物資グループ
	安全衛生
	総務グループ

	７：３０
	開所準備

	８：００
	開所

受付の開始

受付数の集計
保険集計
	マッチング

送り出し
活動状況確認調査

活動チェックマップ作成
	道路状況などの表示
各被害状況調査
各情報収集
広報誌の作成
	物資の貸出
活動に応じた必要物資の割り出し・確保
（現地調査）
	応急救護活動
活動現場にて安全確認

	・関係機関と調整
・各諸問題対応
・活動状況確認調査

・経理処理

・資金調整

	９：００
	
	
	
	
	
	

	１０：００
	
	
	
	
	
	

	１１：００
	
	午前の送り出し終了
終了受付
	活動状況確認調査
	
	・活動修了者の衛生指示
	

	１２：００
	休憩

	１３：００
	午後の受付
	ﾏｯﾁﾝｸﾞ・送り出し
現地調査
	各被害状況調査
各情報収集
広報誌の作成
	物資の貸出

活動に応じた必要物資の割り出し・確保

（現地調査）
	応急救護活動
活動現場にて安全確認（巡回）

	・活動状況確認調査
・各セクションから問題点の集約

各クレーム対応

	１４：００
	受付終了

ニーズのみ受付

受付数の集計
	午後の送り出し終了
	
	
	
	

	１５：００
	
	終了受付準備
	道路状況などの調査（翌日分）
	
	
	

	１６：００
	事務処理
	終了確認・繰越確認

活動チェックマップ作成
	活動状況の掌握

ミーティングにて報告
	返却受付

在庫数の確認
	・活動修了者の衛生指示
	

	１７：００
	
	
	
	
	
	

	１８：００
	ミーティング

	２０：００
	どんなに遅くても、この時間には終了するように



（１）本部ボランティアセンターとは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第２章１（３）で説明していますが、福井県内の広域で被害が発生した場合、それぞれの市町村単位で現地ボランティアセンター（以下「現地ＶＣ」という）が設置されます。その場合、単一の現地ＶＣだけでの運営には限界がります。そこで、各現地ＶＣをサポートする機関が必要となります。それが本部ボランティアセンター（以下「本部VC」という）の最大目的となります。また、県災害対策本部や県内外の機関などとの連携も、単一の現地ＶＣが対応するのは困難です。その点からも本部ＶＣが必要となってきます。


本部ＶＣの大きな役割

・現地ＶＣのサポート

・県災害対策本部等、関係機関との連携・調整
・災害ボランティア活動の全体調整

福井県災害ボランティアセンター連絡会が主体となり
大規模災害が発生した際などに、迅速かつ的確な災害ボランティア活動の対策の実施に資することを目的に、「福井県災害ボランティアセンター連絡会（以下「センター連絡会」という）」が、県内の主だった民間組織により、平成１１年に結成されました。
福井県では、本部ＶＣの開設・運営に関しては、このセンター連絡会が中心となって対処することとなっており、平成１６年に発生した「福井豪雨災害」においてもセンター連絡会が、積極的に本部ＶＣを開設し、各現地ＶＣの運営支援やコーディネートを行ない、多大な成果を挙げることができた。

ロシアタンカー油流出事故

　　　　でのボランティア活動
（平成９年　三国）

「福井県災害ボランティアセンター連絡会」は、平成９年に発生した、ロシアタンカー油流出事故における災害ボランティア活動の経験を踏まえ結成されました。再度、福井県に甚大なる災害が発生した場合に、適切かつ効果的なボランティア活動が展開出来るよう、平常時から構成団体間の連携・協力促進や研修会などを開催しています。
（２）開設までの流れ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本部ＶＣを設置する場合に必要となる手順は以下のようになります。








（３）運営体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本部ＶＣの運営は、全ての現地ＶＣを統括するものであり、全ての現地ＶＣが円滑に運営出来るように、全力を注がなくてはなりません。また、基金運用の責任機関でもあり、そのため本部ＶＣは非常に重い責任が課せられます。平常時から研修や訓練を重ね、非常時に適切な対応や判断が出来るようにしておくことが大切です。
　ア．組織体制について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　
災害の規模や被害の状況で変化しますが、最低限必要となる組織体制を例示します。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


センター長



　　　　　

　　　　　　

　　　　　




※この他にも、必要に応じて部門や活動を増やしていくこととなります。

　イ．各部門の役割について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●活動支援部　　現地ＶＣの開設・運営・物資支援など、活動全般に関する事項
	コーディネート担当
	開設支援
	現地ＶＣ開設するうえでのノウハウを提供する。開設後、ある程度安定するまで協力する。

	
	運営支援
	具体的な運営方法などを指導。各現地ＶＣに担当者を配置するか、定期的に巡回し支援する。

	
	人材支援
	必要な人材や、人員の確保・調整などの支援する。現地ＶＣによって偏りの無いように調整する。

	物資担当
	物資支援
	必要な物資（第３章１（３）カを参照）の確保・調整などの支援。活動現場を把握し、必要となる物資の事前把握も必要となる。また、外部からの支援物資などの管理も行う。

	
	車両支援
	人員配送用車両など、手配・確保。

	安全管理担当
	安全指導
	各現地ＶＣに対し危険活動を提示し、健康確保の方法などを指導する。また、災害被害状況から、求められる活動などを事前推定し、安全確保の手段の検討も行う

	
	安全管理
	現地ＶＣの、手洗いなどの衛生面などの指導する。


　　　　　　　
●協働連携部　　県災害対策本部や関係部署、被災市町村との協働。県内外各関係機関との連携促進に関する事項

	情報担当
	現地ＶＣ情報担当
	開設された各現地ＶＣの活動状況、ボランティア数、ニーズに関する情報、問題点、進捗状況など、現地ＶＣの情報を毎日把握する。

	
	全般情報担当
	被害情報や復旧情報、行政情報、被災者支援情報など、全般に関わる情報を把握する。

	
	ホームページ担当
	ウェブサイトなどを活用し、本部ＶＣ情報、各現地ＶＣ情報などを公表する。

	渉外担当
	行政対応
	被災者からよせられた事項や、活動するうえで必要となる事項などを、関係する国や地方公共団体と交渉・調整する。

	
	マスコミ対応
	広く発信すべき情報などを各マスコミを通して発表する。また、各社の取材対応をする。

	
	関係団体対応
	県内外のＮＰＯや社会福祉協議会、災害関係の団体など、関係するまたは必要とする団体との連絡・交渉をする。

	
	支援企業等対応
	支援申立企業や、連携を必要とする企業などとの調整・交渉などをする。


●総務部　　活動の全体調整や、資金関係（基金）、ボランティア保険関係、各手続き関係など、本部・現地ＶＣの事務を総括します。

	ボランティア保険担当
	登録関係
	各現地ＶＣからの受付情報から、正式のボランティア保険登録書を作成する。

	
	保険処理関係
	各現地ＶＣに対し保険の適用範囲などの説明や、万一事故が起きた場合の対応をする。

	総務担当
	物資手配
	各現地ＶＣからの依頼に基づき、物資を確保・調達する。全体の発注状況などをから、余剰や無駄が出ないように注意する。

	安全管理担当
	記録関係
	各現地ＶＣの動きや本部での活動内容など、写真やデーターで記録する。

	
	その他事務
	必要となる各手続きや書類作成。
基金に関する処理。
会議用書類や統計データの作成。

その他必要となる事務作業


（４）本部ＶＣにとってのニーズとは　　　　　　　　　　　　　　　　
「本項（１）本部ボランティアセンターとは」で記載したとおり、本部ＶＣの役割は、現地ＶＣのサポート、県災害対策本部等や関係機関との連携・調整、災害ボランティア活動の全体調整です。しかし、それらは全て被災者の、自立支援のための活動に繋がっていることを忘れてはなりません。本部ＶＣは現地ＶＣを支援することで目的を達成するのです。
●本部ＶＣのニーズとは
①現地ＶＣからの支援要請　　　前述（３）イ．各部門の役割　参照
②広域で対処すべき課題　　　　ボランティア活動に直接関係が無い事案でも、ＶＣに寄せられた被災者からの問題点や、政治的に解決を図るべき事案など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（例、被災者救済金の取り扱い・ゴミ処理など）
③関係機関などの支援　　　県外団体や関係団体など支援をしようと計画している団体などの情報
（５）基金の運用について　　　　　　　　　　　　　　　　　　
福井県には、災害時のボランティア活動のための基金が設置されています。これも平成９年のロシアタンカー油流出事故がきっかけとなっています。
この基金の運用方法については、「福井県災害ボランティア活動推進条例（平成１７年４月施行）」において「知事は、県内における災害ボランティア活動および県外における県民の災害ボランティア活動が迅速かつ円滑に行われるよう、必要な支援を行う（第１３条第２項、第１４条第７項）」と定めています。また、運用する場合は、公平性および透明性を確保しなければならない（第１３条第３項）。
●運用の基準

　　　　　　知事が必要と認め、災害ボランティア本部が設置された場合

　　　　　　※平常時の運用に関しては第７章で解説します。
●注意点
本部ＶＣを設置するかどうかの判断をする段階で、基金の適用になるかどうかが判断条件となってしまう恐れがあります。しかし、基金はあくまでも判断材料の一つでしかありません。大切なのは、広域的なボランティア活動を積極的に展開しなくては、困窮する被災者救済や復興に影響がでるかどうかである。この視点を最大の判断基準としなくてはならない。
（６）リスクマネジメント　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本部ＶＣおよび現地ＶＣは、その地域で行われる災害ボランティア活動を、円滑にかつ安全に行えるように、積極的に管理する義務があります。ここでは、「安全に」という点から現地本部が担うべきリスクマネジメント（安全管理・対策）を考えます。

ア．リスクとは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
活動を展開するうえで発生する人的被害、物的被害、責任（賠償など）など。

災害ボランティア活動の場合、当然に災害現場での活動ですから、余震などによる被害や事故などが考えられますが、その他にも存在する多くのリスクの中で活動していると言う認識を持つ必要があります。

イ．どの様なリスクが　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
リスクの種類、分類方法は様々です。リスクマネジメントをする側の活動体系に応じリスクは変化します。

災害ボランティア活動および各ＶＣ活動でのリスクの種類は以下のように考えられます。

□自然的危険（被害）と□人為的危険（被害）

　　　　　　　　　　　　・自然的危険（被害）とは、地震・風水害など、自然による危険（被害）です。

・人為的危険（被害）とは、交通事故や他者を怪我をさせたり、壊したりなど、人為的行為により発生する危険（被害）のことです。

　　　　　　

ウ．リスクマネジメントとは　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
活動をするうえで考えられる、様々な危険・危機など的確に把握し、その危険度などを評価・分類をします。そして、そのリスクに対し、どのような対策対処が効果的なのかを判断し、実行することで被害の回避、縮小を図ることがリスクマネジメントです。

1 想像・想定できるリスクの把握

2 それらリスクの評価
3 対策・対処方法の策定

4 対策・対処の選択

対策などの必要な予算も考慮し、より効果的な対策・対処方法を選択。

5 実行

エ．対処の考え方と施策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害時のボランティア活動は、基本的に危険なエリアでの活動ですから、危険を削除することは不可能です。しかし、危険度を小さくすることは可能です。また、保険などにより発生した被害を小さくすることも可能です。

本部ＶＣでは、このように如何に危険を小さくするかを考えなくてはなりません。しかし、保険などにより万が一の補償を確保しても、それが「その活動をしても良い」との判断材料にはなりません。あくまでも「安全優先」でマネジメントすることが大切です。
（７）情報の管理と発信　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
●本部ＶＣの情報とは

本部ＶＣは各現地ＶＣが活動しやすくなるよう、情報面での支援も必要となります。被害状況や復旧活動情報、行政活動情報などのような外部的情報の提供から、各現地ＶＣの取り組み情報や、活動のヒント情報など内部的情報など、様々な形で支援する必要があります。

●適切な情報発信

また、県外の支援者などから求められる情報や、ボランティア活動の現状を知りたいと求められることも多く、本部ＶＣは広く情報を集め、的確に広く情報を発信しなければなりません。
情報の内容は、第３章１（３）ケ「情報の把握と発信」に記載してある事項と、ほぼ同じです。各現地ＶＣの情報を整理し、適切な発信をしなければなりません。適切な発信とは、被害情報などを過度に発信したり、悲惨さだけを煽るような劇場型の発信ではなく、冷静に必要な情報を整理し発信することです。ＶＣが発信する情報は、マスコミのように派手さも感情的なものも要らないのです。
（８）物資の発注・管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
本部・現地ＶＣの開設・運営には様々な物資が必要になります。本部ＶＣはそれらを統括して発注・管理をしなくてなりません。また、物資の手配如何で、活動の進捗にも大きな影響を与えます。

●物資を発注の原則

「必要となる物を、必要な時に、必要な量を提供すること」

物品によっては手配が出来ない物や、納入が間に合わない物もあります。しかし、せっかく集まってきたボランティアパワーを活かす為にも、物資の手配は重要です。要望があがってきた物に対しての対応だけではなく、現場を確認し、必要になると思われる物資などを予測して、事前に段取りするなどの対応も大切です。

●物資の管理の原則

「何処に、何が、どれだけあるかを常に把握する」

災害によっても変わりますが、本部ＶＣが設置された場合、数千万円規模の物資を管理すると予測されます。物品数も多く、配置場所も各現地ＶＣや中央物資センター（本部管理の物資管理場所）と分散してしまいます。そのため、在庫状況の管理は非常に難しいのですが、大切な資金を無駄にしないためにも、常に確実な状況把握が大切です。
（９）撤退（収拾）の時期と判断　　　　　　　　　　　　　　　
現地ＶＣの閉鎖については、第３章１（３）サ「閉鎖の時期と判断」で述べています。本部ＶＣの閉鎖は、原則的に全ての現地ＶＣが閉鎖された後に実行します。
●本部ＶＣ閉鎖への手順

①各現地ＶＣの進捗状況の確認および予測
　　　　ＶＣ代表者会議などを開催し、進捗状況や閉鎖の時期の予測などを確認

②本部ＶＣ閉鎖の時期の設定

閉鎖時期を設定し、閉鎖に向けての準備を開始する。現地ＶＣの物資の引き上げ計画や、経理処理などの準備や、関係機関との調整などを開始する。マスコミ等ににも公表する。
③各現地ＶＣ閉鎖の支援

各現地ＶＣの閉鎖を支援し、引継ぎ関係が適切に行われるようにする。

　　　　　　④全現地ＶＣ閉鎖の確認
　　　事務処理、清算処理は残るが、センター自体は閉鎖。

⑤本部ＶＣ閉鎖
全現地ＶＣ閉鎖後、一定期間を置き閉鎖する。
⑥関係機関への挨拶

　　　行政や関係機関へ終了の報告とお礼の訪問活動
⑦事務処理
　　　　　　　　　最終のボランティア保険登録確定や各清算処理、事務処理などを行う。
災害ボランティア活動は、被災者などの自立支援までの一定期間の支援活動です。本部ＶＣが閉鎖するということは、第１段階の復旧がなされたということでもあります。しかし、本当の復旧・復興にはまだまだ遠い道のりがあります。ＶＣ閉鎖で全て終わりではなく、日常的な活動などで、見守る活動を展開することが望ましい。
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ボラセン


収拾期





ボランティア





登録


活動方法や行先の指示を受ける





混乱


安全が確保できない





ボランティアセンター





派遣


安全管理





被災者・被災地





社会の復興


社会システムの正常化・住居の再建・産業の再興





生活ベースの回復


ライフラインの回復・住居（仮設）の確保・就労就学・地域活動・文化活動などの回復


社会活動などの回復





生活の確保


生活の場の確保・衣料品・介護など





生命の維持・


救出・救命・食料・水・医療・医薬品など





ニーズ





活動期





活動期





ボラセン


設置期





ボラセン


設置期





空白期





空白期





個別対応


活動期





組織構成





センター長を決定し、必要担当部署を設定し、各責任者を選出する。部署は、当面絶対的に必要となる活動を主に設定し、状況に応じて体制を変更していく。長期化が考えられる場合は途中交代する場合もある





３－２．本部ボランティアセンター





３－１．現地Ｖセンターの設置と運営





３．センター設置（開設）について





２．センターが担う役割（組織）








１．センターはなぜ必要なのか





２．災害（防災）ボランティアの意義





１．災害時、被災者･被災地が求めるものは











被災者の


ニーズ把握





ボランティアの


コーディネート





活動の


安全管理





センターの三大役割





被災エリア





Ａ県ボランティア本部





Ｂ県ボランティア本部





現地ボランティアセンター





現地ボランティアセンター





現地ボランティアセンター





現地ボランティアセンター





現地ボランティアセンター





現地ボランティアセンター





Ｂ県





Ａ県





被災エリア外





外部バックアップセンター





被災地までの距離、駐車場、電気、水道、排水などの環境を考慮して、最も効果的な場所を選定する。市役所（役場）などは、災害復旧などの関係から混乱しており、不適切な場合が多い





設置場所選定





設置の判断


主要団体で協議





行政・社協・ＮＰＯ・ＪＣなど、出来る限り多様な団体に対して呼びかけることが重要。しかし、担当者などが被災していることも考えられ、活動可能な少人数で協議することになる場合もある。





被害情報収集





被害エリア、規模を把握し、被災者などの状況も出来る限り把握する。但し、発災直後でもあり、正確な情報は望めない場合が多い。





災害発生





電話受付





総務班





マッチング班





活動管理班





救護・休憩ゾーン





指示書作成


地図作成





コピー機


ＦＡＸ


ＰＣ





ニーズ受付け　　　ボランティア受付





誘導員





受付用紙記入台





誘導員





オリエンテーション班





被災状況掲示板・活動情報





出入り口





出入り口





誘導員





センターレイアウトの例





センター施設





物資


ｴﾘｱ





被災地へのアクセスがしやすく、大型バスが出入り出来る道路





設置位置の例





開設場所や活動内容などを被災者、マスコミに知らせる。被災者へは、ポスターやチラシなどで確実に通知する。





コピー機やＦＡＸ、ＰＣ、机、イスなどセンター運営に必要な機材などは、行政などと相談し速やかに確保する。また、消耗品などの確保のために必要となる、資金も準備しなければなりません。関係機関と相談のうえ対応するようにしてください。但し、基金などにより必要となった経費は清算されますから、当面の立替となります。





開　　設





センター設営


機材等の確保と当面資金の確保























活動指示書


被災者からの依頼を書き写し、指示書を作成します。


場所や活動内容など、必要事項を確実に記入します。





依頼受付用紙


被災者からの依頼を受け付ける用紙です。


場所や活動内容などを確実に受け付けます。








地図


目的地まで、住宅地図のコピーに印をして渡します。





受付時間


　時　　　分





受付者氏名





活動紹介表へ太線内を転記して下さい





活　動 紹 介 表


活動内容





人　　数　　男　　　　　人　


　女　　　　　人　　計　　　　　　　人


場　　所


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様宅


時　　間　　集合　　　：　　　　～


（活動希望者は、下に名前カードを貼付する）








活動紹介票


自分で活動選択してもらいます。指示書をもとに、被災者からの依頼（場所や活動内容など）を記入。





活動報告書


派遣されたボランティアが活動終了後に、実際の活動内容や気付いた点、感想などを記入。





物資貸出書


ボランティアに、活動に必要な物資を貸し出す場合に必要となる書類です。





オリエン


テーション用紙


ボランティア活動するうえでの注意点などを説明するための用紙です。





物資管理表


物資を「活動用資材」「食料類」「被災者用物資」などに分類して、在庫管理を行ないます。


出来れば毎日数量確認をします。





救援物資受付用紙


各地から寄せられる、救援物資を「活動用資材」「食料類」「被災者用物資」などに分類して受け付ける用紙です。








ボランティア


保険受付用紙


保険未加入者用の受付用紙です。


氏名や連絡先などを確実に記入してもらいます。





ボランティア


受付用紙


ボランティアの氏名や連絡先、活動期間などを確実に受け付けます。





他機関への依頼書





センターから行政などの他機関に対し、依頼する場合に必要となる書類です。





購入依頼書





センター運営上、必要となる物資などを購入する場合に、必要となる書類です。





スタッフ登録書





センター運営に携わるボランティアの受付け用紙です。





活動記録書


センターの運営の記録書。受付数、ミーティング記録など、主だった事項を記入していきます。








活動支援部　　　


現地ＶＣの開設・運営・物資支援など、活動全般に関する事項








協働連携部


県災対との協働や県内外各関係機関との連携促進を図る





総務部


災害ボランティア活動の全体調整（基金や活動方針）


ボランティア保険などの対応





本 部 長
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連日活動以外は全て受付して下さい





活動紹介表へ太線内を転記して下さい





受付者氏名





受付時間


　時　　　分





他機関への依頼書





センターから行政などの他機関に対し、依頼する場合に必要となる書類です。





物資貸出書


ボランティアに、活動に必要な物資を貸し出す場合に必要となる書類です。





物資管理表


物資を「活動用資材」「食料類」「被災者用物資」などに分類して、在庫管理を行ないます。


出来れば毎日数量確認をします。





救援物資受付用紙


各地から寄せられる、救援物資を「活動用資材」「食料類」「被災者用物資」などに分類して受け付ける用紙です。
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災害発生





被害情報収集





被害エリア、規模を把握し、被災者など、県とも連携しながら出来る限り情報を把握する。但し、発災直後でもあり、正確な情報は望めない場合が多い。





設置の判断


センター連絡会で緊急会議





センター連絡会と県で本部ＶＣ設置に関する緊急会議を開始し、設置に関して判断します。担当者などが被災している場合などにより、少人数で判断することになる場合もある。その場合は必ず結果通知をする。





各被災地までの距離、資機材のストックスペースなどの環境を考慮して、最も効果的な場所（公的施設以外も含めて）を選定する。





設置場所選定





組織構成





本部長、センター長などを決定し、必要担当部署を設定、各責任者を選出する。部署は、当面絶対的に必要となる活動を主に設定し、状況に応じて体制を変更していく。資金・発注関係は基金の関係もあるため、県担当者が就くのが望ましい





センター設営


機材等の確保と当面資金の確保





コピー機やＦＡＸ、ＰＣ、机、イスなどセンター運営に必要な機材などは、県などと相談し速やかに確保する。また、消耗品などの確保のために必要となる、当面運転資金も準備しなければなりません。関係機関と相談のうえ対応するようにしてください。





開設場所や活動内容など記者会見を開き、マスコミをとおして広く広報する。





開　　設





被災状況から、活動期間、活動内容、必要ボランティア推定人数、必要資金額などを協議し、目標値、活動計画の設定します。それに基づき基金取崩の手続きをします。





目標値・活動計画の設定


基金の申請





コーディネート担当


現地ＶＣの開設・運営支援など活動全般





物資担当


現地ＶＣで必要となる物資全般を統括する





安全管理担当


活動の安全指導や管理をします





情報担当


本部・現地ＶＣの活動状況や支援情報などの収集と発信





渉外担当


関係機関などとの協働・連携を図る。また、マスコミ等への対応をする





ボランティア保険担当


保険登録処理、保険適用処理など





総務担当


物資や運営資機材などの発注や、資金管理など総務全般を担当
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